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○ 事務事業ヒアリングの内容（「子育て環境の充実」－構成事務事業：13 事業） 
 

事務局：それでは、児童家庭課及び子育て支援センターに係る事務事業のヒアリングに入ら

せていただきます。 

 

委員長：第 1 点目の子育て支援短期利用事業についてお願い致します。 

 

担当課：保護者の事情により療育が困難になった場合や配偶者等の暴力によって緊急の保護を

必要とする場合等、市内の養護施設に委託して児童及び場合によっては保護者も一定期間

保護するという制度であります。 

この事業には３種類あり、短期利用いわゆるショートスティ事業、トワイライトスティ

という夜間の預りを行う事業、配偶者暴力によって緊急的な措置が必要な場合の一時的な

保護事業の 3 つの事業を実施しております。 

この事業は、所得に応じて負担をしていただく事業で、昨年は実績がありません。申込

みが少なかったこともありますが、実際に相談があった時点で、市で調整しており、その

時点で施設に枠があるかということになりますが、昨年については、インフルエンザの流

行がありまして、外部の利用を一時的に断っていた時期があり、やむなく児童相談所で 

一時保護をしていただいたのが 1 件ありました。 

その結果、ショートスティ及びトワイライトスティは実績がありませんでした。 

 

委員長：それでは、質問等ありましたら、お願い致します。 

昨年は児童相談所の 1 件だけでしたが、通常ですと何件くらいあるのですか。 

 

担当課：18 年度は日数では 74 日、19 年度が 81 日、20 年度が 85 日、21 年度が 19 日

となっております。 

 

委員長：対象者は他にいたが、施設の枠がなくて諦めたというケースもありますか。 

 

担当課：状況によりトワイライトを勧めるケース、初めから児童相談所の一時保護という場合、

緊急避難的に道のシェルターに入っていただくケースもありますが、いろいろ相談調整を

させていただき、どのような保護が必要なのか、一部負担もあることから調整をさせてい

ただいています。 

 

委員長：個人負担もあるからやめる場合もありますか。 

 

担当課：あると思います。 

 

委員長：これはいわゆる市のシェルターという考え方をしてはいけないのですか。 

 

担当課：市のシェルターという要素も持っています。 

 

委員長：子育て支援短期利用というと、内容が分かりづらい、要保護子ども支援であり、子育
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て支援とは子育ての短期支援かと思うので、事業のタイトルと内容が一致しないという感

じがしました。 

   シェルターというと、半ば強制的な印象を受けますが、本人の希望があり、施設に入る

という理解ですね。あくまでも本人達の同意がなければできない訳ですが。 

 

担当課：あくまでも本人の申請ということになります。 

 

委員長：本人の負担はどのくらいになるのですか。 

 

担当課：所得の状況によりますが、ショートスティは、2 歳以上と 2 歳未満で異なっています。

保護世帯の場合は無料で、市町村民税の非課税世帯は、2 歳以上 1 千円、2 歳未満 1 千

100 円、その他の世帯については、2 歳未満 5 千 350 円、2 歳以上 2 千 750 円となっ

ています。 

施設との単価契約では、2 歳未満については 1 万 700 円となっています。 

 

委員長：市が半分負担している訳ですね。 

 

Ｄ委員：家庭内暴力、児童虐待などの場合には、児童相談所になりますか。この事業もシェル

ター的な機能もありますので、そこのところをしっかりと受け止める事業の展開にした方

が良いと思いますが、家庭内暴力、児童虐待等の部分と、こことの交通整理がしっかりさ

れていますか。 

 

担当課：ＤＶの場合は、状況によって負担がありますので、市としては、一時保護的な部分で

行っています。しかし、施設が満杯で入れないということも時にはありますので、現実に

ＤＶのケースでは、道の保護所に殆どお願いしているのが実態です。 

 

Ｄ委員：市の場合は、「天使の園」が受け入れ施設になっています。実際に緊急避難的な受け入

れをするときに、お金を払わなければ緊急避難できないのはどうなのかと思うのですが。

行政として家庭内暴力や児童虐待を救済していくというものではないということであれば、

事業としてどうなのかなと思います。 

本来的には、子育て支援というものではないですね。 

 

担当課：子育て支援の解釈の問題になるかと思いますが、基本的に今の制度では、まず北海道

の制度を利用するということになります。ＤＶになると保護しなければならないのは母親

で、1 つリスクがあるのは、北広島でやっているとお知らせしている部分がありますので、

緊急一時的に使えない部分があります。シェルターは場所を特定しないで、預るものです

から、保護している場所を分からないようにするということもありますので、北海道にお

願いするパターンが殆どであります。「天使の園」で預かっていいただくことは、実績とし

てあまり出てきていないのが実態であります。 

 

Ｄ委員：実際に、児童虐待や家庭内暴力等の件数は市内ではどのくらいあるのですか。本人の

費用負担という経済的な理由から利用が難しい又、潜在化しているケースもあり実態の把



3 

 

握は難しいでしょうが。いろいろなケースにも対応するその一環という事業でもあります

ね。 

 

担当課：そのような意味も含んで展開しています。元々は子どもたちの面倒を見ようと、子育

ての事業をする中で、一時的な部分でもし可能であれば、ＤＶの人も預っていただくとい

う事業であります。 

 

委員長：「天使の園」では、ＤＶで母親も預ってもらっているのですか。 

 

担当課：預っていただく契約をしていますが、実績はありません。ただ、その時に母親の食費

等も掛かりますので、負担をしていただくことになっています。 

 

Ｃ委員：実績で、平成 18 年からショートスティがありますが、だんだん減ってきて平成 22

年度はありませんが、その辺の理由はありますか。道の方にすべてお願いしたとか、負担

がかかるからやめるとか。 

 

担当課：そのようなケースも実際にはあります。相談を受けて市でお勧めしたらお金がかかる

ことからやめるというケースも実際にはあります。 

利用件数の減少ですが、他にヘルパーを派遣する事業やファミリーサポートセンター事

業、サポネットという緊急サポートという 1 泊できる事業もあります。ただ、実績として

そんなに伸びているわけではないので、これらもそれなりの負担がかかります。昨年減少

しているのは、何とか児童相談所の方で見てもらったという部分が多いのかなと思ってい

ます。 

 

担当課：一部補足しますが、ショートスティが減少している状況は、特定の利用者がいまして、

お子さんが成長しショートスティを利用する必要がなくなった家庭もあります。 

 

委員長：他になければ、子育て支援ネットワークとファミリーサポートセンター事業に進み

たいと思います。 

お尋ねしたいのですが、ホームページを利用した情報の発信となっていますが、ホーム

ページで探せなかったのですが、どこから入るのですか。 

 

担当課：子育て支援ネットワークはお知らせ程度のものが開ける状況です。市のホームペ

ージをクリックしていただき、｢育児｣、「暮らしの情報」、「子育て」、「子育て支援情報」、

「子育て支援サークル、おはなしの会」でお知らせ程度のものですが開くことが出来

ます。育児支援サークルが市内に 7 か所あります。また、おはなしの会が 6 か所あり、

それが一欄表になって事業内容や活動内容、活動費などいろいろな情報が見られる状

態になっています。 

 

委員長：ファミリーサポートセンターと子育て支援は同じ施設の中で行っているのですね。

ファミリーサポートで人が足りないと当然同じところですから、協力し合うという形

になるわけですね。 
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担当課：はいそうです。 

 

委員長：子育て支援とファミリーサポートと分ける必要があるのですか。子育ての中で大括り

にして行うようにした方がよいと思うのですが。 

 

担当課：ファミリーサポートセンター事業と地域子育てセンター事業は本質的な性格が違いま

すので、これを一体化して、予算も事業も一緒にするのは無理があると思います。 

ファミリーサポートセンター事業は、育児援助を受けたい方と援助をしたい方との会員

組織で有料の事業であります。地域子育てセンターに非常勤のコーディネーターがおりま

して、その方がファミリーサポートセンターに登録していただくと依頼会員さんと行いた

い会員さんと日時や事前打ち合わせを行う事業内容ですので、それを一緒にするのは無理

が出てきます。 

 

委員長：協力会員が 22 年度では 59 人ですが、徐々に増えているという説明がありました。

協力会員はどれくらいを目安に考えられているのですか。 

 

担当課：協力会員の目標数は、特に定めておりませんが、19 年度からファミリーサポートセ

ンター事業はスタートし、今年 5 年目を迎えています。市内の公立保育園で 1 か所延長保

育を行っていましたが、22 年度からは、全市的に延長保育を実施していることから利用

件数が減少してきています。今まで学童保育、幼稚園、保育園の開始前の送迎、終わって

からの送迎の利用件数が多かったのですが、各保育園で延長保育を７時半まで実施してい

る関係で、ファミリーサポートセンターの利用件数が減少してきているのが現状です。年

間平均しますと、新規登録される方は７０名程度あります。 

 

委員長：今、登録会員の仕事の内容は送迎ですか。 

 

担当課：特に多いのは保育園や学童保育への送迎です。それから、帰宅後の預かりや急に母親

が残業になり迎えに行けなくなった場合、母親にちょっと用事が出来た場合、ショッピン

グ、美容室、歯医者に行きたいとか、そのような一時的な預かりも内容に入っています。 

それから、小学校の児童であれば、習い事への送迎も内容に入っています。 

 

委員長：送迎はどこからどこまでしているのですか。 

 

担当課：家庭へ迎えに行って、習い事であればその場所まで、保育園に迎えに行って自宅まで

送るという形です。 

 

委員長：そのサービスを受けようとする児童数はどのくらいですか。 

 

担当課：７月末現在で利用件数は、294 件（１件１人）います。 

 

委員長：延べではなくて実数についてはどのくらいですか。送迎する家庭は何戸ですか。 
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Ｄ委員：委員長の質問に関連してですが、23 年度以降を見ますと、協力会員は徐々に増え、

利用会員も徐々に増えていく予想となっていますが、利用述べ件数は逆に減少しています。

このあたりの整合性がどのように捉えられているのですか。利用会員が増えるということ

は、当然延べ利用件数も増えると思われますが。 

活動指標に記載されているのは、利用会員ですね。例えば、22 年度実績は 287 名でし

た。２３年度以降は、337、387、437 名と増加する見込みの状況にありますが、利用

件数の見込みはどうかと言えば、当然それにリンクして増えていくと通常は理解するので

すが、何故 22 年度実績より下回った 700 件で固定しているのか疑問に思い確認するも

のです。 

 

事務局：例えば、287 名が今まで 1 週間に 3 回利用していたのですが、それが 1 週間に 1 回

とか 2 回というように減ってくるという内容ですね。 

 

担当課：そうです。使う中身が変わってくるから延べ人数が固定すると予想しています。 

 

委員長：分かりました。もし分からなければ再度質問するという形を取りたいと思いますので、

これについては終了したいと思います。どうもご苦労様でした。 

 

 

○ 事務事業ヒアリングの内容（「介護サービスの充実」－構成事務事業：5 事業、「地域支援体制

の推進」－構成事務事業：7 事業） 

 

事務局：次に高齢者支援課のヒアリングを行いたいと思います。 

 

担当課：介護保険制度は加齢に伴い要介護状態になった場合、いろいろな介護サービスを提供

することにより、能力に応じた自立した生活を営んでいただくために創設されたものです。 

介護費用については、将来にわたって安定的に確保するため、保険料負担と給付サービ 

スの関係を明確にし、相互扶助に基づいて社会保険によって対応することにしており、加 

入は義務となっています。 

制度発足当初には、家族以外の方が家に入って介護サービスを行うこと、またデイサー

ビスに行きたくないという高齢者の方もいますので、介護保険に加入しながら保険料を納

め、そのサービスを受けることができない場合にご家族に対して慰労金を払う制度が、家

族介護の慰労の概略であります。この事業はあくまでも介護保険を利用しないことを推奨

するのではなく、介護をしているご家族を慰労するものであります。 

次に、高齢者データバンク事業ですが、高齢者の保健、福祉、医療等の多様な相談に応

じるべき高齢者の情報である健康状態や介護の必要性、福祉サービスの受給状況、家族状

況、緊急連絡先、認知症の区分などについて実態などを把握し、介護予防のアシスト面と

介護サービス提供に向けての基礎資料として活用しています。特に近年は、日中高齢者の

徘徊の情報取得、単身高齢者が増えていることから、事故があった場合の緊急連絡先に情

報が活用されている現状にあります。 

 

委員長：質問がありましたらお願い致します。 
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在宅で老人を介護している人、10 万円の補助を出している人は２人ですか。 

 

担当課：実際に慰労金を受けている方は、１人であります。 

 

Ａ委員：平成２２年度は１件で、要介護を受けている方は要介護４、５で４００名程度いるが、

その中でも１・２名位しかいないのはどうでしょうか。 

 

担当課：要介護４、５については約 400 名で、施設等に入所している方、ご自宅で要介護の

訪問サービスやデイサービスを受けられている方が殆どであると捉えています。ただ、医

療施設に入院されている方は、介護サービスを使っていないことになり、要綱でも医療施

設に入院されている方は除きますとしておりますので、正確な数については把握できてい

ません。介護サービスを使っている方は把握できますが、医療サービスの件数は把握でき

ません。申請ある方は１件であります。平成２３年度については２件の予算を見ています。 

 

Ａ委員：介護にあまり詳しくはないのですが、要介護４というのはどの位なのでしょうか。 

 

担当課：必ずしも寝たきりとは限らないですが、認知症の相当進んだ方や重度の方ということ

になります。 

 

Ｂ委員：そのような方にお金を補助する必要があるのでしょうか。介護保険制度はかなり整っ

ていますから、その中で利用しないというのは、説得性がないのではないでしょうか。利

用しないから慰労金をあげますというのはどうでしょうか。 

 

担当課：非課税世帯なので、生活の関係で経済的にかなり厳しいところもあるかと思っていま

す。介護保険は使った金額の１割は必ず負担しなければなりませんので。 

 

Ａ委員：生活保護が優先するのではないですか。これを受けていて、生活保護を受けないとい

うのは、理屈の上では矛盾するのではないでしょうか。 

 

担当課：担当としては別なものと考えています。例えば、心理的な面や、ある意味サービスを

受ける煩わしさとか、１割負担の経済面もあるかもしれません。介護保険からすれば、介

護サービスを受けていただいて、安定した家庭生活を営んでいただく趣旨から反するので

すが、介護保険制度が１２年にスタートし、浸透していない時期や、現実にご家族だけで

介護されている方がいますので、このような支給制度を設けています。 

 

Ａ委員：評価項目の中に妥当性がありまして、ニーズに合っているかということがあります。

全市で１件しかないというのは正に「ニーズがない」と解釈しても良いと思いますが、自

己評価としては３点となっております。無くても良いという理解でよろしいでしょうか。 

 

担当課：１名ですが、介護保険が１０年経ちましたが、現実に頑張っている方がいますので、

制度的には継続したいという気持ちでいます。 
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Ａ委員：１名でもいればニーズに合っているということですか。 

 

担当課：１名ですから率的には非常に低いですが、それを励みにされている実態がありますの

で、そのことから継続と考えています。 

 

Ａ委員：評価項目の中に公平性があり、「当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏っては

いない」というのがあって、毎年継続しているのは問題がないのでしょうか。 

 

担当課：要介護４であれば 300 千円程度の介護サービスを利用できます。実際には、介護サ

ービスを利用しないで頑張っておられ、気持ちとして励みになるのであれば、支給制度を

継続していくのも１つかなと思っています。 

 

Ｄ委員：本来、介護保険があるわけですから、それを利用してもらう方が良い訳で、そのよう

な取り組みにより、介護サービスの利用促進を図っていくべきではないでしょうか。 

この事業の対象になるから、又、この事業があるからというのではなく、例えば「この

ケースの場合には介護保険を利用する方が良いでしょう。」とそういう形に持って行くこと

はできないのでしょうか。ただ、費用負担等の何かの事情があって、こういう形で対応せ

ざるを得ない状況があり、こういう制度がないと困る場合もあるならそういう説明をして

いただいた方が理解されると思います。 

 

担当課：実態を把握しまして、必要であれば、またご無理であれば、市として相談しまして、

支援をしていきたいと思います。 

 

委員長：介護保険のサービスを受ければ、30 万円の負担が受けられ、実際は受けていないか

ら、10 万円助成して、20 万円は介護保険を支払わないで済んだという理解だと分かりや

すいのですが。 

 

担当課：安く済んだという風にとらえてしまうと、介護保険を使う抑制ですとかいう考え方に

つながってしまうので困るのですが。 

 

委員長：在宅復帰支援事業が、２２年度は３人ですが、２３年度は 15 人と、大幅に増やして

います。要するに施設から自宅に戻す方が生活のクオリティと言いますか、生活が向上さ

れるだろうという思想があるのであれば、要介護４であっても、在宅の方が本人にとって

良いのだという理解にはつながります。簡単に言えば、在宅は物理的なものではなく、精

神的なもので自宅の方が良いとなれば、この制度は、よくわかるような気がします。この

３人が 15 人に増えるというのはなぜですか。 

 

担当課：例年ベースですが、たまたま昨年は、３名の利用となっています。今年はもうすでに

６件程の在宅支援事業として申請が上がっていますので、昨年は少なかったということで

ご理解をいただければと思います。 

在宅復帰の場合には、施設からの退所を目的とするのではなく、現在入院等していて介

護保険を使えないけれども、一時的に自宅に戻って介護サービスを利用してもらい自宅で
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生活できるかどうか試してもらうために支援すると考えていただければと思います。 

あくまでも入院していて、次の行き場所として、在宅か、施設入所なのか選択しなけれ

ばならないので、自宅に戻って生活できないと確認取れれば、入院している間に施設を探

して、準備をしていただくことになります。 

 

委員長：できるだけ自宅に戻して、自宅には介護する人がいる訳です。しかし、本当は自宅で

介護したいけれど、仕事や何かでできないからしかたがなく預けるという人が殆どだとい

う感じがします。 

 

担当課：その中でどうしても家族で面倒を見たいが、どのサービスを使かえば在宅で生活でき

るのか確認する意味でも必要な事業であると考えています。 

 

Ａ委員：先程の家族介護慰労事業ですが、30 万円は介護保険から給付されるのですか。 

 

担当課：在宅で、介護サービスを使いますと、介護度によって１ヶ月に使える金額が決まって

います。支援１ですと１か月４万円まで介護サービスを使えるのですが、介護４ですと約

30 万円で、介護 5 ですと約 35 万円までのサービスを使えるということです。 

 

Ａ委員：その場合の自己負担額は。 

 

担当課：あくまでも 1 割ですが、所得によって限度額が決まっていますから、一番多くても 1

ヶ月 1 万円で、例えば、30 万円使って 3 万円負担するのですが、所得によっては上限が

ありますので、1 万 5 千円は一時的に払い、後で戻ってくるという形になります。 

 

Ａ委員：在宅介護を奨励しているのですか。この家族介護慰労事業で 10 万円支給するのは、

介護保険を使わない方に介護保険を使わない方が良いですよと奨励することですか。 

 

担当課：元々介護保険自体が、国の進め方として、施設の入所を勧めるのではなくて、在宅で

最後まで家族で看取るという地域包括ケアシステムという形で考えていますので、あくま

でもこの慰労金をご褒美ということで考えてはいません。 

あくまでも創設当初からの考え方ですが、家族の方の労をねぎらうということで考えて

支給しています。 

 

委員長：住宅改修サービスの申請書の 2 千円の手数料ですが、例えば家族だとか、友人だとか

に書いてもらう人はいないのですか。 

 

担当課：介護保険の住宅改修の場合は、一定の資格を持った方が理由書を作成することになっ

ていまして、ケアマネージャーや看護師などになりますので、友人ということにはならな

いです。 

 

委員長：ケアマネージャーが仕事の範囲内でするというわけにはいかないのですか。 
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担当課：仕事の範囲でやるのですが、通常ケアプランを作成した場合には、ケアプラン作成に

対する報酬が出るのですが、この場合は、住宅改修の理由書作成ということで、報酬が発

生しないのです。 

 

委員長：他都市も同じですか。 

 

担当課：はい同じです。 

 

Ｂ委員：高齢者総合相談支援事業で、高齢者の把握実態が毎年 65 歳、75 歳到達者というこ

とで把握されています。毎年 1 千 500 人位いると思うのですが、平成 22 年度の実態調

査が 500 人というのは何か理由があるのですか。 

 

担当課：平成 22 年度に関しては、特例だったのですが、緊急雇用対策の一環で地域包括セン

ターに調査員を置きまして、その調査員の業務として高齢者全世帯に対して同じような実

態調査を 21 年から 3 カ年で現在取り組んでいるところです。その対象者と重なるために

22 年度に関しては、65 歳到達者のみを対象者といたしました。 

 

Ｂ委員：65 歳以外の方を緊急雇用で実態調査したということですね。 

 

担当課：21 年度に関しては、民生委員さんが行う実態調査した後に取り組みましたので、除

外はしていないのですが、22 年度は除外しています。 

 

Ｂ委員：例年回収率は 95％前後となっており、有効回答数も全体の 90％以上となっています

が、面談での回収率ですか。 

 

担当課：基本的に聞き取り調査ですが、民生委員さんの調査票回収で終わる場合も中には含ま

れています。基本的には面接です。 

 

Ｂ委員：65 歳以上が 1 万 3 千人位で、その 90％位は調査が行われ、データがあると理解し

ても良いのですか。 

そのデータはどのように使用しているのでしょうか。先程、病院に入院されている介護

保険使っていない方は把握していないと言われていましたが、このデータで把握はされて

いないのでしょうか。 

 

担当課：実態調査は、目的が生活上の困りごとに対して、必要なサービスにつなげることがメ

インになっています。調査の時点で困りごとがありましたら、高齢者の窓口につなぎまし

て相談に対応するという取り組みをしているのが中心になっています。 

データは、システムに入力はしますが、調査自体の目的が困りごとの解消となっていま

すので、現状の調査内容と在宅介護サービスを使っているかどうかということが、実態調

査からのデータでは把握できない状況になっています。 

 

Ｂ委員：実態調査でデータバンクに入力して、例えば、孤独死とか気を付けなければいけない



10 

 

様な事に使うのかなと思っているのですが、そういうのではないのですか。 

 

担当課：相談は継続しますので、高齢者の状況も変わっていきます。その調査をきっかけにも

し困りごとがあれば、相談窓口につなぎますし、困りごとの解決だけに拘らないで、その

後も継続した支援をしていきます。そのためにデータバンクの中に経過を残すという管理

もしています。 

リアルタイムにデータが更新されないものですから、入院情報などすぐには分からない

場合が多々あります。その方の基本情報、健康状態、家族状況、介護サービスの使用状況

など、何かあった場合に相談に応じれるように、また高齢者の単身の方に何かあった場合

にはご家族にすぐ連絡取れるように対応できるものはあるのですが、リアルタイムに情報

を更新しているものではありません。 

 

Ｂ委員：データバンクの利用率はどれくらいなのでしょうか。 

 

担当課：日常の高齢者の相談に対しては毎日のように、ケースが発生しますと、経過を見たり、

支援した内容に関しては、記録を残していくために使っています。1 人に対するデータ量

に差がありますが、そのような形で使用しているのと、統計処理でも使用しています。例

えば、高齢者支援センターが行う要支援 1、2 の給付管理や高齢者の世帯把握、全市的に

高齢者の独り暮らしが何％いるかといった統計処理にも使っています。 

 

委員長：高齢者支援サービスの中の配食サービスですが、高齢者支援サービスでかなり大きな

ウエイトを占めています。おそらく今後増えると思いますが、1 食あたり 400 円台です

が、今後も増えた場合の市の負担はどれくらいが妥当だと考えているのですか。 

今現在は総額で 1,700 万円位ですが、対象者が増えれば負担も増えますね、対象者の増

に応じて負担も増えていいものなのか、個人負担はこれくらいまでと考えるのか、基準な

ど、何か考えがあるのですか。 

 

担当課：具体的な基準はないのですが、今実際には、400 円負担していただいており、230

円は市が負担しています。配食されるのはボランティアの方ですが、見守りの要素を含ん

でいますし、当然食材が値上がりした場合でも、できるだけ値上げしないようには考えま

すが、値上げを考えなければならない時期も来ると思います。特別に基準等は設けており

ません。 

今現在は、自己負担 400 円が目安と考えていますが、当然増加する見込みもあり、増加

した段階で、全体的に考えていかなければならないと思っています。 

 

委員長：他にございますか。なければ後で追加質問もする可能性があるということで、ヒアリ

ングを終了します。どうもご苦労様でした。 

 

 

○事務事業ヒアリングの内容（「個性豊かな地域文化の振興」－構成事務事業：6 事業） 

 

事務局：続きまして、教育委員会の文化課のヒアリングを行います。 
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担当課：平成 21 年度の教育委員会の機構改革で、20 年度までは社会教育課で所管していま

したが、平成 2２年度からは、ホール、文化財、図書館について文化課の所管となりまし

た。 

現在、文化団体と言う形で主に北広島文化連盟と北広島音楽協会に対しての補助金・交

付金が主な事業の内容であります。文化連盟に関しましては、現在、地区の会館、公民館

等を使用している音楽と美術関係以外の 51 加盟団体に対して補助金を交付して、市民の

文化の振興を図り、情操豊かな文化都市の実現に寄与しています。 

連盟は管内文化事業の道民芸術祭、石狩管内の郷土芸術祭などを含め広域的な活動をし

ています。 

文化連盟の決算と予算ですが、繰越金が出ております。繰越額につきましては、20 年度

に文化連盟の 35 周年を迎え、この年に芸術文化ホールを使用しまして市民への文化事業

で大掛かりな事業を実施しました。この時のチケット販売が、予想を超え、収益金が若干

残りまして、21 年度にこの繰越金を使いながら事業を展開したのですが、事業で繰越金

を使いきることができませんでした。 

22 年度に、5 年ごとにこのような記念事業を実施してはどうかということになり、団体

の意向もありまして、25 年度に 40 周年を迎えることから、その時にこの繰越金を使っ

て事業を展開してはどうかということになっています。 

道民芸術祭、特に管内郷土芸術祭は、舞台、展示、文芸の 3 つに分かれていまして、そ

れぞれに各市町村持ち回りの担当で実施しているところであります。もちろん当市に来ら

れる場合もありますし、各市町村に行ってやる場合もあります。当然バス代やいろいろな

費用がかかっております。 

もう 1 つは、市内の文化団体の交流研修会と言うことで毎年事業を実施しております。 

 

Ｄ委員：繰越金の説明をしていただきましたが、会費も含めた事業収益も上がったということ

で、特別な周年事業を行なうときには、特別事業会計にするなど別だてにした方が、経理

の透明性がはっきりしてくるのではないでしょうか。通常の継続的な事業に係る予算と周

年など特別事業とそれぞれ会計を区別した方が団体としてもやりやすいのではないかと思

います。 

もし特別事業で黒字になり、通常事業で赤字になっても、特別事業からの補てんができ

ますので、透明性をより高め、行政からの補助の妥当性等を考えたら、別だてにすべきで

はないかと思いますが、それはできないのですか。 

 

担当課：5 年おきに周年事業を組むと思いますので、この繰越金も平成 20 年度に実施した 35

周年の思わぬ事業収益を繰越し、次の 40 周年に向け貯めようということでした。それで

あれば、周年事業の基金として積み立てした方が良いのではないかということで指導して

おります。 

 

Ｄ委員：それは別だてにするということですか。 

 

担当課：そうです。特別会計的な形でということになります。 

 

委員長：前回の質問に対する回答の中で、監査からの「事業計画と資金収支計画との整合性を
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十分確認、審査し、適時に支払い、予算の効率的な執行に努められたい」との指摘に対し

て、どのように対応したのでしょうか。 

 

担当課：21 年度の監査の指摘に関しては、繰越金が多かったこともあり、市から団体の方に

対してその旨指導しながら、繰越金の持ち方等について指導したという形になっています。 

監査には、そのように報告し、22 年度については、監査の指摘事項はありませんでした。 

 

委員長：22 年度の指摘事項はなかったが、この時も繰越金がありますから、市の補助は少し

見直すべきではないのかというニュアンスが詰まっているのではないだろうか。教育委員

会としてはどのような指導をされたのでしょうか。 

 

担当課：先ほど述べました通り、特別会計を作って、基金を作って適正に管理した方が良いの

ではないかと言う指導をしたのですが、改善されていません。そのことにつきまして、今、

文化連盟の補助金額を若干ですが減額しまして、このような状況が続けば、補助金額はど

んどん減っていきますと話をしています。 

ひとつは、周年的事業を計画的に展開するための基金なり、特別会計なり作ってもらう

こと、基本的には、事業交付金を出していますので、例えば、管内郷土芸術祭のお金があ

るのであれば、キチンと連盟でやって民間のバスなり使うよう指導しています。 

 

委員長：会費などの分担金は、年間各団体一律ですか。 

 

担当課：1 団体年間 1,200 円になっています。 

 

委員長：1 団体年間 1,200 円と言うのは安いですね。殆どただみたいなものですね。 

 

担当課：各地区の会館等も含めまして、かなり小さい団体が多いので、なかなか金額を増やす

というのは難しいと聞いております。 

   個々の団体は、会場費も含めて自分たちで支払いしているということもあります。 

 

委員長：日常活動については、自分たちのお金で活動しているということですね。 

外にありますか。よろしいですか。どうもありがとうございました。 

 

 

○事務事業ヒアリングの内容（「水の安定」－構成事務事業：5 事業） 

 

事務局：それでは最後の水道部の休日等給水サービス業務委託事業のヒアリングをお願い致

します。 

 

担当課：休日等給水サービス業務委託事業は、土・日・祝日の休業日の給水装置それから

水道のトラブル等の相談窓口を開設するということで実施しています。必ず協会の方

を 1 名待機させ、市民からの問い合わせ、相談、漏水事故等に対応しています。 

実際の流れですが、トラブルが起きた場合、市役所に電話をかけてくる方が大半で、
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市の方から改めて業者を紹介し、業者から電話して対応している状況です。22 年度

で 37 件、21 年度 45 件、20 年度 39 件という実績になっています。 

平成 22 年度の休日等サービスの内容ですが、給水装置の修理・修繕については 12

件、冬期間の凍結解氷については 17 件、道路内の漏水修繕調査が 3 件、その他お湯

や排水のトラブルが 5 件ありまして、合計で 37 件になっています。 

 

委員長：質問があればどうぞお願いします。 

 

Ｃ委員：業者の方がスタンバイするために委託料を市で払っているわけですね。それが 22 年

度で 182 万円になるのですか。 

 

担当課：消費税込みで 199 万 1 千円になります。 

 

Ｃ委員：平成 22 年度では、37 件で 182 万円ですから、1 件当たり大体 5 万円位になりま

す。この他に業者は個人から修理費をもらうわけです。そこまで休日の対応を行政にスタ

ンバイさせるためのお金の必要性があるのでしょうか。 

業者は商売ですから、土日に掛かった場合には、業者間でローテーションを組むといっ

た方法もあり、行政が業者に対してスタンバイのための費用を支払う意味があるのか私は

すごく疑問なのですが。 

 

担当課：水道工事については、基本的に誰でもできる工事ではなく、水道事業に届出をしてい

ただいた安全な指定業者と言うことでやっております。 

協会に加盟しているのは 6 社であり、6 社でローテーションを組んで休日の 9 時から 5

時まで必ず人を確保していただいています。1 件当たりと言うことですが、122 日間あり

ますが、この間、人を 1 人確保するだけでも相当な費用になります。市民の方が困ったと

きに対応してもらうことで、最低 1 人以上を企業から確保してもらうことになっています。 

ただ、年末年始にこのような体制がなければ、市の方で対応しなければならないのです

が、ほとんど市で修理できるような状況ではないのです。公道の漏水などの場合には市で

も対応するのですが、実際には宅地内のボイラーが壊れているとか、ボイラーの中で漏水

しているとか、12 月の末から 1 月 3 日まで何もしないで良いのかと言いますと、そうい

うことにはなりませんので、必ず対応できるように市として経費を協会に支払い、体制を

作っていただいているという内容です。 

 

Ｃ委員：他の近隣市なども大体同じ対応ですか。 

 

担当課：札幌市の場合は、365 日 24 時間随時受付しております。江別から千歳まで管内であ

れば、必ずやっていますし、業務についてもお金を支払いしているのが圧倒的であります。

恵庭市だけは業界の方でやっていて、市の方では委託していないようです。恵庭市を除け

ば、すべて委託体制を整えていまして、水道事業のサービスとして人員確保して対応して

います。 

 

委員長：恵庭市は業者自体が当番を作っていて、市の支援を受けていないということですか。 
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担当課：市の委託業務が出ていないということで、内容については、詳しくは聞いていません

が、水道事業としてはお金を出していません。 

 

委員長：水道事業としてはお金を出していないで、業者が当番制を作って対応しているので進

んでいるということですか。 

 

担当課：近隣市の中で、水道事業が負担していないのは、恵庭市だけという状況です。 

 

Ｃ委員：例えば、市でお金がなくなったので、サービスを止めましたとしても、業者はお客さ

んから依頼が来たとき、休日ですから行きませんという話にならないで、休日割増という

ことで消費者と業者の関係が成り立つのではないでしょうか。水道だからといって、わざ

わざ市から委託してやる必要はないと思います。経済の原則で、お金を出せば対応してく

れるのではないでしょうか。 

 

担当課：市としても水道料金をいただいている事業ですので、結局、メーター以降の漏水であ

れば、業者が休みだから対応しないとなると何万円も何十万円も請求されることになりま

す。 

また、水道は、安全な水を供給するという使命もあり、安全性に係る事例も出てきます

ので、市としては市民の皆さんに安心した安全な水の供給が最大の目標ですので、水道事

業としては当然の事業であると考えています。 

 

Ｃ委員：トラブルの原因が市の水道事業に基づいたものだと判明した場合には、市が全部負担

するのですか。 

 

担当課：基本的には、宅地内にあるものについては、お客様の財産ですから、そこで何か事故

等が起きた場合にはお客様の負担で直していただくことになります。その他の公道等につ

いては、市で管理する部分になりますので、市の方で修理するということになります。 

 

委員長：よろしいですか。それではこれで、ヒアリングを終わらせていただきます。大変ご苦

労さまでした。 

 

事務局：下水処理センターの視察になりますので準備をお願い致します。 

 

委員長：それでは、本日はこれにて終了いたします。大変ご苦労さまでした。 


